
（様式第１号）

１．支援金の算定

２．支援金申請額
（千円未満切り捨て）

３．振込先

〒( - )

市内営業所所在地
花巻市

担 当 者 氏 名

月まで

円

①から②を差し引いた額又は③の額とＡの金額のいずれか低い方

令和４年 月から

円

　花巻市電気料金高騰対策支援金の支給を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

Ａ 法人の場合：20万円 個人の場合：5万円

①

②
令和３年の①と同月の電気料金の合計

月から

)電 話 番 号

メ ー ル ア ド レ ス

(

金融機関名

本店支店名

口座種別

口座番号

口座名義
（カ　ナ）

④

円

花巻市電気料金高騰対策支援金支給申請書兼請求書

令和４年４月から１１月の任意の連続した６ケ月の電気料金の合計

年4令和 日月12

花巻商工会議所　会頭　高橋　豊　様

代 表 者 役 職

本 店 所 在 地

事 業 所 名

住 所

-

花巻市

〒(

法 人 名 又 は

)

代 表 者 氏 名

円

月まで

円
※令和４年４月以降の開業、もしくは令和３年中の開業で上記②の６ケ月
　を満たせない場合。

③
①、②によらない算定の場合別紙により算定した金額

令和３年

印



４．宣誓・同意事項

５．添付書類

市が申請者の法人登録情報又は住民基本台帳及び課税台帳を閲覧すること。

　次の項目の宣誓又は同意する場合にチェック印（☑）を入れてください。
　（交付申請には、全ての項目に☑の印が必要です。）

□ 本支援金における、みなし大企業※に該当しないこと。

□

□ 宗教上の組織若しくは団体でないこと。

中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者又は小規模事業者
であり、花巻市内に事業所を設置し、製造もしくは卸売の事業を営んでいる。

□

□
代表者、役員又は使用人その他の従業員等が、花巻市暴力団排除条例（平成27年花巻市条例第52
号）第２条第５号に規定する暴力団員等に該当しないこと。

申請日時点において、花巻市電気料金高等対策支援金の対象となる製造業又は卸売業を営んでお
り、今後も事業継続の意思があること。

□

③直近決算分の法人事業概況説明書の写し

④直近決算分の法人市民税申告書の写し

□ ①別紙１　対象期間の電気料金の計算票

□ ②本人確認書類（運転免許証、健康保険証等）

□
支援金の申請にあたり、もし申請書の記載等に虚偽が判明した場合は、支援金確定後の取消、交
付金の返還等に応じること。

□ 花巻市から、報告・立会検査等の求めがあった場合は、これに応じること。

※ 本支援金における、みなし大企業とは、次のいずれかに該当する者をいう
①発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業
②発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業
③大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業

　次の項目の書類が審査で必要となります。
　（全ての項目に☑の印が必要です。）

□

□

法人事業者の場合 個人事業者の場合

①別紙１　対象期間の電気料金の計算票

□ 法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に規定する公共法人でないこと。

※事業に係る収支内訳書、帳簿等の提出をお願いする場合もございます。

□
※開業後まもなく③④がない場合
　⑤開業届、個人の事業開始等申告書等

□

③令和４年度市民税・県民税申告書の写し、④令
和３年分所得税確定申告書の写しのいずれか事業
の種類が明記されているもの
※場合によっては、令和４年度個人事業税納税通
知書の写し

□
別紙１で使用した全ての月の電気料金を支払った
ことが確認できる書類の写し（領収書等）

□
別紙１で使用した全ての月の電気料金を支払った
ことが確認できる書類の写し（領収書等）

□

□

□
※開業後まもなく、③④がない場合
　⑤法人の設立・変更等の申告書等

□ 支援金の振込を希望する口座通帳の写し □ 支援金の振込を希望する口座通帳の写し

□
別紙１で使用した全ての月の電気料金、使用期間
を確認できる書類の写し（利用明細書等）

□
別紙１で使用した全ての月の電気料金、使用期間
を確認できる書類の写し（利用明細書等）

②直近３ケ月以内の履歴事項全部証明書


